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寡占経済の動態分析......lV

小林好宏

第3章において，市場構造が市場成果にどのように影響するかについて，

特に集中度と価格および利潤率の動きとの関連で把握した。寡占企業の行動

が，利潤の獲得にあるとすれば，当然，高集中度が高利潤をもたらすかどう

かが問題となる。ところで市場構造を特徴づけるものとして，集中度の高低

と同時に参入の難易も問題となる。もっとも，集中度と参入障壁とは互いに

関連しており，参入が容易であれば集中度は維持し難く，低下するであろう

し，参入障壁が高ければ高集中度がそのまま維持される。集中度，参入障壁

と利潤率の関係については，アメリカにおいてかなりの研究がすすんでおり，

日本でもいくつかの成果が示されているO 第5章ではまず集中度と利潤率に

ついてのこれまでの研究成果の展望を行ない，日本とアメリカにおける市場

構造と市場成果の対応関係の特徴を比較検討してみる。次に，第6章では，

参入障壁と利潤率についてのこれまでの研究成果を展望し，参入阻止価格の

理論を対照させ，第7章で筆者の日本についての検討結果を提示してみよう

と思う。

第5章集中度と利潤率

1 .実証における問題点

高集中度が高利潤をもたらすかどうかについての研究は，古くはベインに

よってなされた円ベインは， 1935年の42産業における t位8社の集中度と，

1936-1940年の各産業の税引後自己資本純利潤率をとり，両者の関係を検討

した。その結果，集中度と利潤率の相関係数は r:=0.33でそれほど高い相
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関を示してはいないが，上位8社集中度70%以上の高集中度の21産業では，

平均の利潤率が12.1%であり，上位8社集中度が70%以下の21の産業では，

平均の利潤率は 6.9%であって，明らかに高集中度の産業において平均して

高利潤が得られていることを示した。

その後， レヴィンソンヘフックスヘワイス4) シュワルツマンヘステ

ィグラ _6)，シャーマン7) コリンズとプレストン8)等，集中度と利潤率に

関して数多くの研究があらわれている。

ところで，これらの研究においては，統計処理の僅かの違いで異なる結果

がし、かようにでも生ずる。ひとくちに市場構造の違いが利潤率に影響すると

言っても，影響の仕方は多様であるO 集中度と利潤率の対応関係をみる場合

には，次の点が考慮されなければならない。

第 1に産業分類の基準である。産業分類が2桁か3桁か4桁かによって，

各産業の特徴のあらわれ方が違ってくる。常識的に考えれば，産業分類がこ

まかくなるほど市場構造の特徴がはっきりあらわれ，大まかになるほど特徴

は薄められると考えられる。第2に，集中度として上位何社集中度をとるか

が問題となるO ベインは上位8社集中度をとったが，いったい，上位何社集

中度が何%ぐらし、からその産業の特徴があらわれるかは，その国の事情によ

っても異なるだろう。おそらくアメリカにくらべて競争の激しい日本では，

かなり少数企業の集中度が高くとも，市場成果はより競争的であるかもしれ

ない。

第3に，対象とする産業数あるいは産業グループの数が問題であるO どの

程度の産業数を対象とするかで利潤率との対応関係に若干の相違がもたらさ

れるかもしれなし、。第4に，重要な問題として利潤率にどのような指標をと

るかが考えられねばならなし、。資本利潤率，自己資本利潤率，資本金利潤率，

あるいは売上高利潤率等，それぞれ資本構成その他の違いによってあらわれ

方は異なってくるO もっとも教科書的に言えば，資木利j閏率をとるのが妥当

と考えられるだろう O その理由はこうである。自由競争のもとでは，資本の

自由な移動を前提として産業聞の利潤率が均等化すると考えられる。したが
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って，独占が高利潤をもたらすとすれば，そのような長期において成立する

筈の均衡利潤率にくらべて相対的な高利潤が独占的産業においてもたらされ

るかもしれなL、。長期において成立する均衡利潤率は，資本利潤率であるか

らそれを指標とすべきだと考えられる。これに対して，独占は自己の目的を

達成する力を意味しているから，企業行動の目標が何であるかという点から

考えると別な議論も出てくる。資本と企業とを区別し，独占を独占企業の問

題として考えると，企業にとっては借入れその他外部資金については利子を

払えばそれで、事足りるわけであるから，残るところ自己資本についての利潤

を最大にすることが目的となる。そのためには借入れ依存度を高め，仮に使

用総資本利潤率が低下しても自己資本利潤率を大きくすることを望むかもし

れなし、。そうした場合，指標としては自己資本利潤率をとるのが妥当で、ある

と考えられる。

また別な考え方もありうる。独占度は価格と費用のマージンにあらわれる

とするなら，それを最も中心の指標とすべきということも考えられよう O 価

格と費用のマージ γは，そのまま資本利潤率にあらわれるわけで、はない。資

木係数の大小によっても，資本利潤率は影響されるからである。したがって，

価格と費用のマージンかあるいは売と高利潤率を指標とするとL、う考え方も

それなりにいちおう考慮の余地はあるものと考えられるO さらに，企業行動

の目標が，株主の利益を最大にする点にあるとするならば，資本金利潤率を

指標にとるのが正しいとも言えるo Lたがって，集中度と利潤率との対応関

係を云々する場合には，これら各種利潤率について種々検討されねばならな

い。第5に問題となるのは，集中度，利潤率についての対象期間である。対

象期聞を好況期に求めるか不況期に求めるかで，集中度と利潤率のあらわれ

自体が異なるであろう。

以上の問題を中心に据えながら，以下順次これまでのアメリカにおける研

究成果を展望してみよう O

1) ].S.Bain;刊Relationof Profit Rate to Industry Concentration An;!eric-

<¥11， Manufact1Jrin!.S 1939-1940"， 
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Quarter1y Joumal of Economics， November， 1951. 

2幻) H 

ring Industries， Study Paper No. 21， U.S. Congress， Joint Economic Com句

mittee， January， 1960. 

3) v. Fuchs， Integration， Concentration， and Profits in Manufacturing In-
dustries， Quarter1y Joumal of Economics， May， 1961. 

4) L爪T.Weiss， Average Concentration Ratios and Industrial Performance， 

Jouma1 of Industrial Economics， Ju1y， 1963. 

5) D. Schwartzman， The Effect of Monopo1y on Price， Joumal of Political 

Economy， August， 1959. 

6) G.J. Stigler， Capital and Rates of Retum in Manufacturing Industries， 

Princeton， 1963. 

7) H.J. Sheロnan，Macrodynamic Economics， New Y ork. 1964. 

8) R. Collins and L.E. Preston ; Concentration and Price-Cost Margins in 

Manufacturing Industries. Califomia University Press. 1968. 

2.アメリ力における実証成果の展藍

前節で述べた問題点を中心に，これまで示されたアメリカにおける実証の

成果について展望するのが本節の課題であるO

(1) ベイン

最初に集中度と利潤率についての統計的分析を行なったベインの場合は，

産業分類については4桁分類で，上位8社の集中度を指標とし，対象にした

産業数は42，利潤率としては税引後の自己資本純利益率をとっているO 対象

期間は，集中度については1935年，利潤率については1936-40年の平均で，

期間の上では若干ずれている。計算結果は r2=0.109であって必ずしも高

くなし、。けれどもベインの計算においては，上位8社集中度70%以上と以下

とで，利潤率にはっきりとした差がみられるわけで、あり，上位何社集中度何

%ぐらいから，独占の影響があらわれるかという問題に対しては，いちおう

の解答を与えているO すなわち上位8社集中度70%というのが，いちおう市

場構造についての分界線と見倣しうることが発見されたと言える。

ベインのデーターをもとにして，コリンズとプレストンが追試算を行なっ
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たが，その結果集中度と利潤率の相関は r=0.28 (r2=0.078)で10%水準

で有意であった。この結果は，ベインの計算結果よりもいくぶんフィットが

悪い1)。

(2) レヴィンソン

レヴィンソンは， 1947-48財政年度から1957-58財政年度まで 2桁分類

にもとづく 19の産業グルーフ。について集中度と利潤率の関係を分析した。集

中度のデーターは1954年のものであり，利潤率は税引後利潤の株式資本に対

する比率(資本金純利益率)をとった。そして， 1947-58年の聞の各年ごと

の相関分析と， 1954年および1952-59年の平均の利潤率をとって1954年の集

中度との相関を求めている。各財政年度ごとの集中度と利潤率の相関分析の

結果は第 l表の如くである。

第 1表集中度と利潤率の相関係数

年度 税引前利潤 税引後利潤

1947-48 

1948-49 

1949-50 

1950-51 

1951-52 

1952-53 

1953-54 

1954-55 

1955-56 

1956-57 

1957-58 

一.11
.45c 

.31 

.36 

.46b 

.56b 

.55b 

.45c 

.51 b 

.61 a 

.51 b 

.07 

.53b 

.34 

.37 

.46b 

.541コ

.60a 

.46b 

.60a 

.76a 

.70a 

a 15古水準で有意 b 5%水準で有意、 C 10%水準で有意

出所， H.M. Levinson， Postwar Movement of Prices and Wages in Manufact-

uring Industries， Study Paper No， 21， U. S. Congress， Joint Economic Com-

mittee 1960. P.3. 

これによると， 1947-48年から1949-50年までの利潤率と 1954年の集中度と

の相関はあまりよくないが1951-52年以後，強い相関関係が示されているO

相関係数は， r2=0.005から0.570，中間はが=0.278で5%水準で有意であ

った。
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レヴィンソンは，矛Ij潤率について1954年と1952-56年の平均をとったもの

を算出し，それと1954年の集中度との相関も求めているが，それぞれ r2=

0.337で 1%水準で有意、，およびr2=0.339で5%水準で有意であった。さら

に彼は，利潤率について，利潤に減価償却を加えたものを売上高で割った売

上高粗利潤率ともいうべきものを指標としてとり，相闘を求めたところ，

1954年の集中度と利潤率では r=0.53 (r2=0.280)， 1954年の集中度と1952

-56年の平均の利潤率とでは， r =0.56(r2=0.310) と，かなりよい相闘を

得た。この結果は，いちおう集中度と株式資本(資本金)利潤率2) との関係

が，集中度と売上高粗利潤率との関係に反映していることを示しているり。

ゆ)フックス

ブックスは，集中度についてはスティグラーの3桁分類にもとづく 1954年

のデーターから38産業選び，最上位4社集中度と税引後資本利潤率1953-54

年の平均との相関を求めた。相関係数は0.28(r2=0.081)で 10%で有意で

あった。これはあまり良好なフィットを示してはいないり。

与)ワイス

ワイスは 2桁分類の22産業について， 1954年の上位4社集中度と1949-

58年の40四半期についての平均の税引後自己資本利潤率の相関を求めた。相

関係数は0.73でかなり有意であった。さらにワイスは，付加的変数として集

中度の他に産出量の増加率を導入し，相関係数を求めた。重相関係数はRニ

0.84 (R2 =0.69)となるO この結果から，集中度が高利潤をもたらすという

一般的見解を支持しているり。

(5) シュワルツマン

シュワルツマンは，集中度を価格費用比率と関係させている。彼の主な関

心は，平均可変費用と価格の比率PjAVC(ただしPは価格AVCは平均可

変費用)が独占的産業と競争的産業とでどう異なるかを測定することにあ

るO 彼は二つの仮説をたてる O 価格の対平均費用比率は，独占的産業におけ

る方が競争的産業におけるよりもより高し、。独占的産業の中では，価格の対

平均可変費用比率は独占度とともに低下する，ということである旬。
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シュワルツマンは，独占的産業と競争的産業を，上位4社が総雇用の50%

以上を占めているか否かで区別するO 彼の独占度は，上位4社雇用集中度と

同じであるO 彼は PjAVCを，粗価値生産物と直接費の比率であらわす。直

接費には，原料費，燃料費，電力料，賃金を含む。さらにシュワルツマンは，

アメリカにおける集中度と利潤率の関係を観察するに先立って，アメリカと

カナダの比較を行なっているO ィ皮は4社雇用集中度50%を基準として， 4桁産

業分類にもとづき，両国の各産業グ、ループを， a) ともに集中的， b) とも

に非集中的， c)混合的の三つに分類している。そして各ぺアーの PjAVC

の比率を計算し，その上で、二つの比率の聞の関係をみているO そして次の結

果が得られた。

非集中的なグループの27産業について， PjAVCは，アメリカを100とした

ときカナダ101.9，集中的なグループ15産業で，PjAVCは，より集中的な産業

と， より集中的でない産業を比較した場合，後者を100として前者は104.8，

混合的な産業19に関しては，そのうち非集中的なものを 100としたとき，集

中的産業の PjAVCは， 107.1であるO

このような計算をもとに，シュワルツマンは，独占的産業は競争的庄業よ

りもより高いPjAVCを示すと結論する 7)。しかしながら，集中的な産業の中

での分析では，同じような格差は示さなし、。かくて彼は i集中度ではかっ

た独占度は，価格に対する独占の効果が連続性をもっているという一般に信

じられていることを証明しえなし、」と言う O

コリンズとプレストンは，シュワルツマンのデーターを整理し直し，集1'1'1

指標とPjAVCとの相関を三つの産業クゃループごとに求めた。

産業数 r2 

u.s 4社集中度
カナダ 4社集中度

カナダ 3社集中度

1
i

円

L

Q

ノ

/
b

つJ
q

L

0.094 

0.088 

0.072 

5%で有意

10%で有意

明らかに，あまりし、し、関係は示さなし列。 しかしシュワルツマンのデーター

を第2表のようにならべると，集中度と PjAVCとの間にある関係が見出さ
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れるO アメリカにおいては，上位4社集中度70%以下では，平均の PjAVC

は136.4，70%以上では170.6で，集中度70%を基準として区別すると，価格

と費用の比率に，かなりはっきりした差があらわれる。カナダについても，

第2表集中度の分布とP/AVC，1954年

集中度 産業数 P/AVCの平均

U.S. 4社集中度

0.00-9.99 

10.00-19.99 

20.00-29.99 

30.00-39.99 

40.00-49.99 

50.00-59.99 

60.00-69.99 

70.00-79.99 

80.00-89.99 

90.00-100.00 

平均:70以下

70以上

カナダ，上位4社集中度

0.00-9.99 

10.00-19.99 

20.00-29.99 

30.00-39.99 

40.00-49.99 

50.00-59.99 

60.00-69.99 

70.00-79.99 

80.00-89.99 

90.00-100.0。
平均:70以下

70以上

カナダ，上位3社集中度

0.00-9.99 

10.00-19.99 

20.0かー29.99

2

4

9

7

4

7

3

4

4

1

0

6

5

 

1

i

1

i

F

コ

125.3 

130.0 

132.1 

153.8 

138.0 

138.2 

129.9 

169.2 

176.4 

136.1 

170.6 

4

4

0

4

1

3

5

2

3

3

引

8

133.5 

130.3 

137.0 

151.5 

124.5 

140.4 

124.4 

138.9 

161.2 

134.8 

143.6 

2 

3 

126.6 

132.7 

165.4 
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30目00-39.99 4 136.8 

40.00-49.99 5 129.7 

50.00-59.99 2 164.2 

60.00-69.99 5 151.5 

70.00-79.99 4 147.0 

80.00-89.99 3 213.4 

90.00-100.0。 3 144.9 

平均:70以下 22 144.1 

70以上 10 166.3 

出所 Collins and Preston， Concentration and Price-Cost Margins in Manuf-

acturing Industries. P34. table 5. 

もとの資料は， Schwartzman， The Effect of Monopoly on Prices， Joumal 

of Political Economy， August， 1959. Table 1 -3. 

上位3社集中度の場合は70%を分界線とした場合，やはり差があるが 4社

集中度の場合には，この差はもっとはっきりする。これは先のベインの結果

と比較した場合，まことに興味深い結果であるO 少なくともアメリカについ

てみると，ベインが行なった集中度70%とL寸分界線にもとづく区別は，シ

ュワノレツマンの集中指標にもとづいた場合， よりいっそうはっきりした分界

線であることを示している。

(6) スティグラー

スティグラーは，製造業の税引後資本利潤率についての研究の-部として，

集中度と利潤率の関係を分析した"。彼は3桁分類を用い産業を集中的産業，

非集中的産業，集中か非集中かあいまいな産業の三つのクゃループに分け，そ

れぞれの利潤率について1938年から1957年までの期聞を6段階に分け比較し

ているO これによると， 1938-41年と， 1948年以後については，集中的産業

の方が利潤率が高かったが， 1942-1947年においては，結果は逆であるO 集

中度と利潤率の相関関係もきわめて低L、。コリンズとプレストンは，スティ

グラーのデーターをもとに追試算をしているが，そこでもスティグラーと同

じような結果が出ている 10)。ただここで若干注目してよいのは， 1942-47年

の期間は，第2次大戦中とその直後であり，好況期でもある。この時期，集

中度と利潤率の相関がよくあらわれていないことは考慮に値する。
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第3表集中的産業，非集中的産業，中間的産業の資本利潤率

集中的産業 非集中的産業 どちらかあいまいな産業

産業数 14 54 31 

期間 平均 利潤率 % 
1938-41 6.51 5.25 6.59 

1942-44 6.23 7.68 7.19 

1945-47 7.30 10.01 8.64 

1948-50 9.11 8.02 8.90 

1951-54 6.33 5.05 5.90 

1955-57 7.05 5.44 6.35 

出所 G.J. Stigler， Capital and Rate，; of R巴加m in Manufacturing Industries， 

1963. Tab1e17. P68. 

(マ) シャーマン

シャーマンは， 1954年の各産業の最上位8社集中度と，税引後資本金利潤

率(不Ij潤対株主債権比率)の相闘を求めた。その結果，相関係数は0.66で l

%水準で有意であった11)。

シャーマンは，景気循環過程における利潤マージンの動きについても検討

を加えているO シャーマンによると，非集中的産業の方が集中的産業よりも，

より早くピークにおける利潤マージンを下落させるO しかもマージンの振幅

はより大きし、。このことから，大企業の方が利潤が安定的であると結論す

る。中小企業の利潤マージンの不安定性は，スティグラーにおいても指摘さ

れている。好況期には中小企業も利潤マージンを大企業に接近させるO した

がって，集中度と利潤率の関係は，景気の局面で言えば，好況期よりも不況

期において妥当性をもっO

(8) コリンズとプレストン

コリンズとプレストンは， 1958年の集中度についてのデーターを用い 2

桁の産業分類で上位4社集中度を求めた問。

同じく利潤率については， 1958年と1956-1960年の平均の二つについて，そ

れぞれ税引前後の対売上高，対資産，対資本金の利潤を求めた向。
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第4表 2桁産業ク。ループにおける1958年の上位4社集中

度と関連データー

産業グ、ループ 産4桁分業類数の 加集重中平均度 4中桁度産の業範の
集囲

20食料品 42 32.38 11-88 

21 タノ〈コ 4 73.93 54-79 

22 繊維機械 32 29.03 7-83 

23 衣 ~I*. 41 13.74 3-59 

24 木材製品 18 11.38 7-93 

25 家 具 15 18.78 9-58 

26 紙 12 25.70 17-69 

27 印刷・出版 16 17.69 6-45 

28 化学製品 41 45.72 18-93 

29 石油・石炭製品 5 31.87 11-63 

30 ゴム・プラスチック 4 52.20 23-87 

31 皮草製品 12 24.34 10-70 

32 窯業・ガラス 29 38.19 4-92 

33 第一次金属 19 50.02 16-97 

34 金属加工 30 27.25 5-91 

35 機械〔電気を除く〉 41 36.33 7-87 

36 電気機械 21 45.03 17-92 

37 輸送機器 14 62.36 18-97 

38 工作器具 10 47.78 28-65 

39 雑 貨 38 22.23 5-81 

出所 Col1ins and Preston， Concentration and Price-Cost Margins in Manuf-

acturing Industries. P 53. Table 1 -2 . 
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第 B表回帰分析の結果

利潤率 回帰係数 常数 r2 

1958年利潤

税引前

対売上高 .11 3.54 .34 

対資産 .12 6.26 .41 

対株主債券 .19 9.47 .43 

税引後

対売上高 .05 2.03 .18 

対資産 .06 3.21 .37 

対株主債券 .10 4.78 .45 

1956-60年平均の利潤

税引前

対売上高 .12 4.11 .34 

対資産 .12 7.67 .49 

対株主債券 .20 11.85 .53 

税引後

対売上高 .05 2.44 .18 

対資産 .06 4.17 .37 

対株主債券 .09 6.40 .49 

出所 Col1ins and Preston， op cit. P57. Table 14. 

集中度と利潤率についての回帰分析の結果は第6表の如くである。利潤率

についてのどの指標をとっても，対株主債券収益率(資本金利潤率〉と集中度

との相関関係が最もよくあらわれている。全体としてフィ y ト良好である 14)。

コリンズとプレストンは，この他に，資本産出比率の相違によって産業聞

に収益性の相違が生ずると考え，これを変数に加えたが，あまり良い結果は

得られていなし、。この場合には売上高利潤率が比較的フィットが良い。

これまで概観したものを一つの表にまとめると第7表のようになる。産業分

類も産業数L 利潤率の種類もさらに期間も，それぞれ共通していたり異な

ったりしている。ただ全体を通じてみて，産業分類では2桁分類の方が3桁

や4桁分類の場合よりも明らかによい相関を与えている。因みに 2桁分類

を用いたのは， レヴィ yソンF ワイス?シャーマン?コリ干/ズとプレメトン
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第7表集中度と利潤率，総括

類準産業の分水
集中度の 対象産産業業利潤率の 期 間

叉は
クツレープ

集中度|利潤率
r2 

企業数 数 指標

J¥  
e 
イ ン 14桁| 8 42 I!諮問問 11936-40 .109 

税己潤資率引後本利自
1954 1947-58 .005から.570

各19年54 
中間.278

19 1954 

レヴィンソン 2桁 8 1954 1452一%の
平均

売利上潤率品粗 1954 1954 
18 1954 1952-56の

平均

ー一一二一川一一司

3桁 1 4 1 38 

::同;;
3 桁τ~
2桁 1 81  20 
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であり，いずれも，比較的良好な結果が得られているO 上位何社をとったか

についてはあまり問題はない。利潤指標としては，最も良い相闘を示してい

るのは，ワイスやジャーマン， レヴィンソンの自己資本利潤率であるO コリ

ンズとプレストンの場合は株主債券に対する利潤が，最も集中度と関連をも

fコ。

しかしベインにしてもシュワルツマンにしても，たとえば90%以上と以下

とで比較するというような操作をほどこすと，高集中度が高利潤をもたらす

という傾向性は，かなりはっきりと看取される。以上がアメリカについての

要約である。

1) N.R， Collin，s and L，E， Preston， Con，centration， and P:rice-Cost Margins，'" 
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. P23. 

2) 株式資本あるいは株主債券利潤率と言うのは， Rate of Return on Stockhold-

ers Equityで，資本金利潤率がそれにあたると言えよう。

3) H.M Levinson， Postwar Movement of Prices and Wages in Manufac加ー

ring Industries， Study Paper No. 21， U.S. Congress， Joint Economic Com-

mittee， 1960. 

4) V. Fuchs， Integration， Concentration， and Profits in Manufacturing Ind-

ustries， Quarter1y ]ournal of Economics. May， 1961. PP. 278-291. 

5) Weiss， Average Concentration Ratios and Industrial Performance， ]our-

nal of Industrial Economics， July， 1963. PP237-254. 

6) D. Schwartzman， The Effect of Monopoly on Price， Journal of Politic-

al EconomY.August， 195ヲ.P.354参照。

7) Ibid.， P.361 

8) Collins and Preston， op cit. P. 933 

9) G.J. Stigler， Capital and Rates of Return in Manufacturing Industries， 

10) Collins and preston， op cit. PP37-38 

11) ]. Sherman， Macrodynamic Economics， 1964. Chapt. 8 

12) Collins and Preston， op cit. Chapt.ill. P. 53 

13) Ibid.， Chapt.ill. P55 

14) Ibid.， P. 57 

3. 日本における集中度と利潤率

日本において，集中度と利潤率の関係を最初にとりあげたのは小宮隆太郎

教授である1) 0 小宮教授は，ベインが行なったこと2)を，ほぼ同じような方

法で日本について検討した。まず46の産業を選び出し， 1958年における各産

業の上位5社の生産集中度を計算した。他方，その産業の1956年上期から19

60年上期までの平均の利潤率を計算し，集中度と利潤率を対応させた。その

結果は第8表に示されるとおりであるが，日本においては，ベインの得た結果

にくらべて，集中度と利潤率の対応関係はほとんど見出せない。高集中度で

も低利潤率の産業があるかと思えば，低集中度でも高利潤率の産業があり，

集中度と利潤率にはほとんどなんらの関係も見出せなかった。生産集中度と

利潤率との問の順位相関係数はp ほとんどゼロに等しい値であった九
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第8表 日本における生産の集中度と利潤率

生産集中度 利潤率

1.板ガラス

2.原油採掘

3.写真フィルム

4.アルミニウム精錬

5. ピ ー ノレ

6.電気亜鉛精錬

7.鋳鉄管

8.自動車タイヤ・チューブ

9.客車

10.普通車シャシー

11.粉乳

12.石灰窒素

13.かん詰用かん

14.ベアリング

15.発電機

16.銑鉄

17.電気銅精錬

18.ベニ

19.電

20.二

21.鋼

22.掛

シリン

機

車

塊

計

動

輪

時

23.セメント

24.陸用内燃機関

25.製粉

26.ラジオ受信機

27.石油精製

28.硫安

29.塩化ビエール

30.電線ケープル

31.写真機

32.特殊鋼熱間圧延鋼材

33.洋紙

~4. 苛性ソーダ

100.0 
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35.砂 糖 45.8 16.9 

36.鋼 船 45.1 13.3 

37.合 成 酒 40.6 7.0 

38.パ ノレ プ 38.4 8.1 

39.金属工作機械 38.4 22.8 

40.貿 易 業 36.2 13.3 

41.ミ 、ン ン 39.7 26.1 

42.石 炭 鉱 業 35.0 8.1 

43.植物性食用油 34.3 12.4 

44.製 糸・ 33.1 5.0 

45.綿 紡 績 27.4 7.2 

46.化学繊維紡績業 19.9 8.4 

館竜一郎，小宮隆太郎編「経済政策の理論j勤草書房， 391頁

小宮教授は，このょにう集中度と利潤率との聞に，アメリカにおけるほど

の関係が見出せない理由として，次のことがらを挙げる。第 lに，独占寡占

の存在する産業では超過利潤が発生して利潤率が高くなり，他方競争が盛ん

な産業では利潤率が低くなる， というように，市場構造の差が利潤率の差に

はっきりと反映されるのは，産業の聞に資本が移動して，競争的な産業聞の

利潤率が平準化した長期均衡の状態においてである。ところが，戦後の日本

経済では成長率がいちじるしく高く，それに伴って産業構造の変化が急速で，

新旧の産業の隆替が激しし、。それだけに安定した独占寡占の体制が確立され

ていなし、。その上，終身雇用制や系列体制の影響で，低利潤部門から高利潤

部門へ資本や労働が移動するメカニズムが円滑に機能していなし、。それが産

業聞の利潤率の均衡化を妨げているO 第2に，輸入との競争関係があるO 圏

内の産業の生産集中度が高くとも，輸入依存度が高い産業では輸入との競争

関係が強い。小宮教授によれば，市場構造を最も特徴づけるものは r売手

集中度」であって生産集中度ではなし、。市場成果に影響を与えるのは，まさ

にこの売手の集中であり，この売手の中には外国の企業も入る O したがって 3

輸入との競争関係を無視して計算された生産の集中度をもって「独占度」を

表わすものと考えるのは理論的に誤りである， というのであるり O

小官教授はp 以上のようなこつの点を指摘し? 日本においてはp 市場構造
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の特徴が市場成果にきれいに反映していないとするのである。けれども，そ

れは，あくまでも日本経済の特殊性によるのであり，集中度の高低が利潤率

に影響するという一般的見解そのものを否定したわけではない。

小宮教授の議論で次のことが問題点として指摘されうるO 第 1に，集中度

として上位5社のそれをとっているが，日本においては，もし上位3社か4社を

とったなら，その高低が市場成果の上にあらわれるかもしれなし、。仮に企業

数が少なくとも，競争の激しい経済では集中の影響はあらわれにくいと考え

られるO だとすれば，より少数の企業の集中度がかなり高い状態のもとで，

はじめて利潤率に影響するということがあるかもしれなし、。第2に，小宮教

授が対象にした期間は， 1958年~60年で，いわゆる高度成長期である O 成長

期と停滞期で多少，集中度と利潤率の関係が変わるということも考えられ

る。アメリカにおける実証例では，好況期よりも不況期において，よりあて

はまりがよいことが示されているO したがって，多少期聞を変えて計算を行

なったなら，もう少し違った結論が出るかもしれない。

松代和郎氏は， 38産業を対象に，集中度と利潤率の関係を分析した5) 0 利

潤率に関しては1961-65年の各産業の自己資本利潤率を，それぞれの産業を

構成する自己資本の大きさに応じて加重平均したものを算出し，他方，集中

度については， 1961ーの年の中間にあたる 1963年について， と位 1， 2， 

3社の累積集中度を算出した。上位3社集中度の高い順からならべて，それ

に利潤E容を対照させるとおよそ集中度が低下するにつれて利潤率も低下して

いることが見出された。また3社集中度を8段階に分け，それらと，その段

階に属する産業の平均の利潤率とを比較すると，かなり明瞭に集中度と利潤

率の関係が見出せるO その相関係数は0.64であった。また上位2社集中度と

その産業の利潤率の相関を求めると，相関係数はo.のであった。松代氏の計

算した集中度と利潤率のデーターは，第9表に示すとおりであるO また 3

社集中度を8段階に分けたものは，第10表に示しである。それによると 3

社集中度40-49%以下と50%以上とで，利潤率の高低がかなり明瞭にあらわ

れている。 松代民は相関係数の値0.64とo.のという数字白体にはそれほど重
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業種

1 .写真フィルム

2.板ガラス

3. ビ ー ノレ

4.鋳鉄管

5.時計

6.歯みがき

7. ミ

8.万

シ ン

年 筆

9.アルミニウム地金

10.信号

11.ピアノ及び、オルガン

12.自動二輪車

13.牛乳及び乳製品

14.ベアリング

15.人造黒鉛電極

16.自動車

17.自動車タイヤチュープ

18.小麦粉

19.鉄道事柄

20.カメラ

21.石鹸及び洗剤

22.蓄電池

23.製埋

24.食肉加工品

25.鉄 鋼(普通鋼〉

26.セメ γ ト

27.造船

28.電線ケープル

29.ベ ノレ

(平ゴムベル h コンベアベル
ト，Vベルト'その他のべルト/

3却O.石油製品

31.洋紙

32.塗料

33.砂鉄

34，フェロアロイ

孝信長安|実情訪|利司君
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35.植物性油脂及び油粕

36.耐火レンガ

37.石炭

38.自転車

132 (320) 

松代和郎「産業集中度と利潤率」公正取引JVo:212(1968年6月号〉出所

第10表

所属産業の利潤率の平均

90 -100 

80 - 89 

70 - 79 

60 - 69 

50 - 59 

40 - 49 

30 - 39 

20 - 29 

13.5 % 

15.5 

9.2 

10.9 

9.2 
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6.2 

0.7 
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度中集社3 

松代和郎「産業集中皮と利潤率」出所

要性を与えないが，少なくともベインが調べた1936-40年までのアメリカの

製造業の 8社集中度と利潤率の聞の相関係数0.33よりずっと高いことは注目

3社集中それよりも注目すべきことは，と述べている。さらに，に値する，

度が49%以上の産業と49%未満の産業とで利潤率にかなりの差がある点であ

るo 49%以上である24の産業の利潤率は平均して12.1%であるのに対し，。

1936-40 %未満の14の産業では，利潤率の平均が 6.0%である。ベインは，

上位8社集中度が70%以上と70%未満で，利潤率にかな年の期聞について，

その場合の上位8社集中度70%という分界りの格差があることを認めたが，

日本の場合は上位3社49%であると述べている旬。線に相当するのが，

上位8社というかなり注目すべき発見である。アメリカの場合，これは，

比較的多い企業の集中度をとっているのに対し，松代氏は上位2社または 3

日本の産業がこのことは，社とL、う少数企業の集中度を比較して成功した。

かなり少数の企業で市場の多くを占める状態のもとで

はじめて市場成果に独占の影響があらわれたものと解釈することができるだ

かなり競争的なため，



寡占経済の動態分析……IV 小林 133 (321) 

ろう。また同じ日本について，小宮教授が上位5社をとったのにくらべても，

少数企業の集中度を対象にしている。さらにまた，小宮教授が扱った期聞が

1958-60年であったのに対して，松代氏の場合は1960-65年で，この時期，

やや経済は停滞した。このことは，不況期における方が集中度の影響が利潤

率にあらわれやすいというアメリカの研究例と比較して興味深い。

小宮，松代両氏の計算結果を比較して，問題点として，上位何社集中度をと

るかということと，産業の成長と集中度との関係の二つを指摘した。この点

に関して，注目すべき研究成果として，新飯田宏氏のものがある7)。新飯田

氏は，その論文で次の三つの問題を設定し，分析をすすめるO 第 1は，集中

度の高低がその産業の利潤率の高低と関係があるかどうか，第2は，集中度

の変化と，企業規模，産業の成長とになんらかの関係があるか，第3に，産

業分類の如何によって集中度の変化になんらかの特徴が見出せるかどうか，

以上の三つの問題について個々に検討している旬。

まず第 1の集中度と利潤率の関係については，新飯田氏は1964年の集中度

のデーターと， 1956-66年の使用総資本利潤率，自己資本純利潤率，売上高

純利潤率の各平均とを対応させている。集中度としては，上位 1，2， 5 

社の集中度をとるO これは小官民の計算にくらべてきめこまかし、方法であ

るO なお，対象にした産業は工業統計表にもとづいた36産業で、ある。集中度

と利潤率は，第10表に示されるとおりであるO 新飯田氏は，上位5社集中度

の高い順から各産業の集中度，利潤率をならべたが，集中度が低下するにし

たがって利潤率が低下するというような事実は発見されなかった。また 5

社集中度60%を分界線としてヲ|いてみても，その上下で利潤率の差は見出せ

ない。上位 1，2， 5社集中度と利潤率の順位相関係数を求めたところ，い

ずれもほとんど有意な関係を示さなかった。

新飯旧民はさらに，利潤率との関係において上位 1，2， 5社の各累積集

中度の聞に顕著な差異が見出されないという O 新飯田氏の主張が正しいとす

れば， 日本の場合はより少数企業の集中度が高くてはじめて利潤率に影響を

及ぼすだろうという仮定はくつがえされたことになる。だが，新飯田氏の計
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第lO表累積集中度，各種利潤率

累19積64年集度中度5社60%以上 累積2集社中度
l社 5社

資各本産業の純資利本潤率
自己 総 売上高

ビ‘ ノレ 46.1 71.7 100.0 16.07 5.17 2.40 
カ守 フ ス 53.2 89.8 100.0 13.72 5.50 6.95 

時 言十 53.3 89.3 100.0 21. 77 5.29 4.21 

自動車・軽車両 39.7 75.5 92.4 21.27 6.77 6.02 

麻 紡 織 46.7 76.5 92.1 4.14 0.01 0.06 

鉄 道 車 両 23.1 39.2 85.1 6.14 2.29 2.65 

非鉄第一次精錬 32.4 47.1 79.9 6.26 1.42 3.09 
ゴ ム 27.7 48.0 77.5 9.56 2.43 2.24 

化 二，子."l:1L~ 繊 市住 33.0 49.2 73.0 10.69 3.80 3.84 

発 電・送 電 27.6 48.5 72.6 10.97 3.20 3.88 

有機工業薬品 9.6 15.4 71.3 8.28 2.57 2.93 

圧 延・仲 線 20.0 32.2 70.2 6.97 2.68 3.60 

塗料・イ ンキ 21.5 39.9 65.5 14.02 4.45 3.93 

製 粉 30.1 58.4 64.5 11.25 2.85 1.12 

船 舶 19.6 38.1 61.5 11.12 2.45 3.57 

鉄 鎖直 25.1 47.3 60.7 10.47 3.25 3.88 

同， 60%以下

セ メ ン 卜 16.6 32目5 59.7 9.65 3.29 5.03 

石 ìl~ 17.6 33.3 58.9 10.58 2.61 1. 91 

金 属 製 i口I口 24.8 35.3 57.6 10.30 2.80 2.86 
E匝TーL 線・ケープノレ 18.6 30.7 59.1 11.49 3.47 3.09 

ボイラー・原動機 27.6 33.9 52.8 22.01 3.38 3.93 

カ メ フ 18.0 29.3 50.7 7.31 3.03 4.06 

産業用機械 22.0 28.4 49.7 15.24 4.65 5.27 

通信用機械 24.5 32.4 48.8 17.59 5.39 4.87 

無機工業薬品 13.1 22.7 47.5 7.81 2.26 2.97 

製 莱 13.8 27.9 44.1 13.51 5.03 3.14 

精 糖 12.2 24.4 42.4 23.24 0.93 0.13 
ノ、。 ノレ プ・紙 12.5 22.9 42.1 4.95 1.44 2.26 

綿・ス フ 12.2 20.7 40.5 5.81 2.35 2.20 

耐 火 物 12.2 23.2 39.3 11.38 3.41 3.64 

医 薬 品 13.7 25.3 38.1 15.96 5.47 5.86 

工 f乍 機 械 10.2 20.0 36.9 12.56 2.24 4.64 
事務・家庭用機械 7.3 15.5 36.9 21.31 7.53 5.23 

油 )J旨 9.7 16.5 34.7 12.71 3目04 2.10 

手口 局日 10.4 20.1 33.3 15.26 4.76 3.20 

毛 紡 織 5.4 8.4 13目8 8.14 2目84 2.92 
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出所新飯田宏「集中度の変化と利潤率」新飯田，小野編『日本の産業組織』所収，

139. 

第11表集中度と利潤率の順位相関

2t|…潤率 自己資本純利潤率 売上高純利潤率

社 0.192 0.080 0.118 

2 社 0.214 0.092 0.132 

3 社 0.036 -0.116 一0.036

算結果に対する解釈は，ややきつ過ぎるとも考えられるO 第11表にみるよう

に，順位相関係数はいずれも小さし、。けれども，その中でも 5社集中度の場

合は最も小さし、かあるいは符号がマイナスである。ということはなんらかの

意味をそこに見出す可能性を残しているのではないだろうか。小宮氏は上位

5社集中度をとって否定的な結論を出した。松代氏は上位2，3社集中度を

とって宵定的な結論を出した。そこから類推すると，上位 3~5 社の聞くら

いが，集中度の高低が利潤率に影響する臨界線であるようにも思われる O 主~

飯田論文に対する馬場正雄教授のコメントにもあるように，産業分類、のとり

方等で若干の改善があれば，あるいはもう少し良好な結果が得られたかもし

れないと言えよう O

第 2の問題，すなわち，産業の成一長，企業規模の動きと集中度の変化との

関係については，新飯田氏はかなり有意味な結論を出している。新飯田氏は

まず，産業の成長に対する企業の最適化行動の問題として，産業の成長と上

位 1，2， 5社の売上高の成長の比をとり，これを売上高増分比として示

す。これが100%を越える場合は， 上位企業が集中を強めたことになるO 各

集中度と売上高増分比との順位相関はあまり強いものではないが，集中度と

利潤率よりは，強い相関が見出せた。

ところで，売上高増分比は産業の成長に対する企業の成長であり，産業の

成長の高低が集中度にどう影響するかはなんら語ることができない。新飯田

氏は，産業の成長の動向をみるために， 36の産業を耐久消費財，準耐久消費

財，耐久財設備，非耐久消費財，非耐久財原料，耐久財原料の 6つに分け，集
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中度の上昇した産業と低下した産業がそれぞれどのように配分されているか

によって，これら 6つの商品の性質からみた部門の動向をみている。それに

よると，集中度の増加が目立つのは耐久財設備産業であり，集中度の低下が

目立つのは耐久消費財産業であることが示されるO 耐久消費財産業は，最も

商品差別化が生じやすく，寡占産業であるが，その部門において集中度が低

下しているということは，それが成長産業であることを考え合わせると興味

深い。成長による市場の拡大が，上位5社以下の企業の市場占有率を増大さ

せ，上位5社の集中度を低下させたと解釈しうるO

さて，新飯田氏は1957年と 1964年の 2時点をとり，その聞に集中度が変化

するとした場合，その変化を説明するものとして二つのファクターを考え

る。一つは，最適規模の変化であり，もう一つは企業数の変化である。企業

数の変化は成長を反映しているとみることができる。

Ci，t…・・・ i産業のt期の集中度

Pi，t・産業のt期の市場の規模に対する最適規模の指標であり，付加伽値額で測

った事業所規模の中央値，すなわち(付加価値で測った i産業t期の事業所

規模の中央値を，付加価値で測った i産業t期の市場規模で割ったもの〉で

ある。

Ni，t...一i産業tJ切の事業所数

主回旦i.-=日1主型旦ム十日o+U
に.Ii，1957 ri，1957 

主出旦~=β1ど出旦L十ßo 十U
にノi，1957 ム刈i，1957

)
 
-(
 

(2) 

三世止=rl主旦旦L十TJ日止+ro+u (3) 
1.. .... d，1957 ri，1957 川 i，195 7 

回帰式の左辺は1964年と 1957年との集中度の比率であり，右辺はこれを説明

する企業規業と事業所数の1964年と 1957年の比率である。新飯田氏の推計結

果は次のようになるO

三目立と=0.454 ~旦竺L十0.614十u'
vh1957 ri，1957 

R=0.55 (1)' 

三山止=一0.067~型止+1.134+u'
に..Ih1957 l¥lh1957 

R=0.18 (2)' 

三日~= 0.444工出止ー 0.039ど出止+0.992+u'R=0.57 (3)' 
に..Ii，1957 rid957 1'llh1957 
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重相関係数の値はそれほどよいものではなし、。ただ各回帰係数の符号は，経

済的意味づけにかなっている。最適規模変数は，集中度と比較的よい関連が

あり，事業所数の変化率よりも集中度の変化により多く影響を与えている。

事業所数の変化率は集中度と負の相関関係にある。事業所数の変化は，産業

の成長の指標でもあるから，産業の成長は集中度を低下させる傾向をもっと

言うことができるであろう。新飯田氏は，出荷額の増加率を事業数の変化率

の代りにおきかえ，同様の凹帰分析を行ない，同様の推論の裏付けを行なっ

ている。それによると，出荷額の増加率と集中度の変化との聞には負の相関

が見出されているO

以上，小宮，松代，新飯田と，これまでわが国においてなされた集中度と

利潤率をめぐる研究結果を概観してきたが，三者とも少しづっ異なってい

るO ただ全体を通じてアメリカにおける計測結果と対照的なことは， 日本経

済の高成長が，アメリカにおけるよりも集中度と利潤率の相関関係を悪くし

ている原因となっていること， 日本の方が，より少数企業の集中度をとらな

ければ，利潤率との関連が見出しにくい，ということであるO

O 小宮隆太郎「日本における独占と企業利潤」中村，大塚，鈴木編『企業経済分析

』脇村義太郎教授還暦記念論文集IT，岩波， 1962 

2) ].S. Bain， 電電Relationof Profit Rate to Industry Concentration :American 

Matmfacturing， 1936-40. Quarterly Journal of Economics， August， 1951 

3) 小宮、前掲論文参照

4) 館竜一郎，小宮隆太郎「経済政策の理論」第25章， 392-393頁

5) 松代和郎産業集中度と利潤率」公正取引AiJ.212，1968年6月号

6) 松代，向上

7)新飯田宏「集中度の変化と利潤率J新飯田，小野編『日本の産業組織』所収

8) 新飯田，向上135-6頁

第 6章参入間止価格の理論

前章において市場構造を特徴づける集中度が利潤率にどう影響するかとい

う問題について，アメリカと日本それぞれにおける研究成果を展望した。市
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場構造を特徴づけるものとしては，参入の難易も重要な要素であるO もちろ

ん参入障壁と集中度は互いに関連し合っており，参入が容易であれば集中度

は低下するであろうし，参入が阻止されていれば集中度が高く維持されるだ

ろう O 高集中度を維持する重要なファクターとして参入障壁を挙げることが

できるO 集中度を一時点の問題としてでなく，長期動態的な集中度の変化の

問題として考えるならば，当然，参入の有無が関係してくるであろう O した

がって集中度と参入障壁とは密接に関連し合っているO

参入障壁は，集中度を結果として維持することになるが，別な観点から言

うならば，それは競争価格を上回る価格， したがって正常利潤を上回る利潤

を長期にわたって維持するよう参入者を阻止する障壁であるO 競争的産業に

おいては，正常利潤を上回る利潤が一時的に発生しても，新たな参入によっ

てそれは消滅する。超正常利潤がある期間維持されているとすれば，それは

参入が阻止されているからであるO このようにみてくると，集中度と参入障

壁と利潤率とは，互いに関連し合っているO

参入障壁の高さは， どれだけ正常利潤を上回る利潤マージンを，参入を誘

発することなしに維持できるかによってあらわされる。正常利潤のみを含む

競争的価格と参入を誘発する価格との聞に，参入を誘発することなしに超正

常利潤を維持しうる価格が存在するであろう。このような価格を参不阻止価

格と言う O 参入阻止価格は種々な要素によって規定される。参入障壁と利潤

率の関係を分析するに先立って，参入阻止価格の理論をひととおり検討して

おこう。

1 .参入阻止価格論の問題点

寡占理論にはさまざまなタイプがある。これを寡占的競争という側面，す

なわち企業聞の競争としヴ側面からみた場合，寡占市場における競争には，

市場に存在する既存企業 existingfirm同士の競争と，既存企業と潜在的

競争者との競争とL、う二つの競争関係があるO 伝統的な寡占理論(たとえば
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クールノー，シュタッケルベルク，ボーレイ等)は，既存企業間の競争を中

心に問題を展開させてきたが，そこでは企業聞の戦略的行動が重要な位置を

占め，かなりきつい想定をおかなければ，均衡価格と産出量の決定はきわめ

てむづかしかった。

これに対して，既存企業と潜在的競争者との競争を重視する理論として登

場してきたのが参入阻止価格の理論であるO もっとも，既存企業と潜在的競

争者との競争関係は，たとえば共同利潤の極大化とL、う議論にも含まれてい

るわけで、あるが，これらの議論に共通しているのは，既存企業がし、かに潜在

的競争者の参入による利潤の喪失を防ぐかに重点が置かれているため，既存

企業間では協調が前提されていることである。既存企業聞の協調は寡占にお

ける一つの特徴ではあるが，そのように想定することによって問題をきわめ

て単純化している。すなわち，潜在的競争者の参入を阻止しうる最高限度に

価格を設定するという考え方であるO この議論は，均衡価格の決定という困

難な問題にいちおうの解決を与えているO だが逆に，既存大企業聞の競争と

いう寡占のきわめて重要な問題を除いてしまった。参入阻止価格論の最大の

欠点はそこにあるO

参入阻止価格の理論は，し、くつかの点で共通していると同時に若干異なる

点もある。しかしそれは議論の本質には影響しなし、。たとえば費用曲線につ

いては，最適規模に至るまで平均費用は逓減していくと想定するが，ベイン

は連続的なL字型の費用曲線を想定する 1)のに対し，シロスラビーニは技術

の不連続性を前提として，生産規模に応じて費用が段階的に低下するものと

している2) 0 費用曲線が水平になったところの最小生産単位が最小最適規模

である。もう一つの特徴は，参入者が参入した場合の既存企業の反応につい

ての想定である。この想定は潜在的競争者の予測というかたちで展開しう

るO すなわち，潜在的競争者が市場に参入しようとするとき，既存企業がそ

れに対してどう反応するかを予測する。その場合の，既存企業の行動に関す

る想定であるO シロス・ラビーニやモディリアニりでは，参入があった場合

でも既存企業は生産量を変更せず， したがって新参入によって供給が増加し
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ただけ価格が低下するだろうと予測するものと想定している叫 したがって

既存企業は総供給量を競争的価格(正常利潤を含む〉をもたらす供給量よりも

最適生産単位だけ少ない範囲に制限して，最適生産単位の参入を誘発するこ

となしに価格を引上げることができるO 他方，ベインの場合は，参入がある

と既存企業は産出量を制限して市場のシェアーの一部を参入者に許すと想定

している。したがって産出量の制限にともなうコストの増大だけ価格は上昇

することになる。逆に言えば，その価格の範囲まで参入を誘発することなし

に価格引上げが可能であるということになる。シロスでもベインでも，結果

的には同じことになる。ただ，いずれの想定にたっかによって参入者側から

みた場合の条件が異なる。シロス・ラピーニのケースは，参入者側からみて

最も悲観的で、あり，ベインの場合はそれとくらべると楽観的である。以下，

シロス，ベイン，モディリアニ等の議論をひととおり検討してみよう。

1) ].S. Bain ; Barriers to New Competition， 1956. 

2) P. Sylos-Labini， Oligopoly and Technical Progress，安部一成訳「寡占と技

術進歩J東洋経済，昭和39年

3) F. Modigliani， New Development on the Oligopoly Front， Journal of P-

olitical Economy. Feb. 1958. 

4) とれは，モディリアニがシロスの公準 Sylos'sPos札llateと名付けたものであ

る。 Modigliani，ibid. 

2.シロス・ラビーニの参入阻止価格論

シロス・ラピーニは，当初から大企業聞の協調を前提として議論を展開す

るり。彼の議論は寡占市場において協調が成立する条件を考察する場合にき

わめて有効な論理的根拠を提供する。彼の議論の前提は次の如くであるO

① 需要側の条件として，市場の規模を一定としているO これはきつい非

現実的な仮定であるが，これを拡張すれば，市場の規模の限界が競争形

態に積極的に影響を与えると理解されるO その意味で重要な仮定であ

るO
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② 技術条件ないしは費用条件として，市場内に存在する企業に規模の格

差があり，その格差はそのまま費用格差となる。

③ 最低利潤率は各規模において等しい。

④ 同一市場に存在する大企業が協調して行動する。

総産出量X，市場の規模YS，市場価格P，可変費用Vj，利潤率引，固定費用

Ki>各規模企業の産出量Xh i= 1， 2， 3，は大企業 2は中企業 3

は小企業とする。 ajを各規模の企業数あるいはXが各規模へ配分される配分

係数とする。彼の体系は次のようにまとめることができる引

(1) Ys=PX 

(2) X=alXl十a2X2+a3X3

ゆ Pmj=(V1+色)C 1十ω
.Aj 

(4) P=Pcj=Pmj 

P 

は既知数でで、あるo al， a2， a3の組合わせに応じてPが決まる。 シロス.ラ

ピ一ニは，数字例を用いて価格がどのように決まるかを論じている。

①の条件は

Y s = PX ....... ..constant 

を示している。

②の条件は次のように示される。

P= (与十Vac1十rJ
.Aj 

これはフノレコスト原理の修正である2)。ところで規模の格差は可変費用の格

差をもたらす。

V1くV2くV3

単位当り固定費は規模が大になるほど大きいと考えられる。

下
(" Kh K， 
τ土〉τ~>τ旦
Al A2 A3 

だが，規模の経済性によって7 単位当り閏定費用の増大するに足るだけ単位
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当り可変費用の低下があり，大規模企業ほど単位当り総費用は小さくなるO

(V1十手)く (V2十手)く (V3+手)
ム A2 A3  

最低利潤率rmをもたらす価格がPmである。

③の条件は

Pm1 <Pm2<Pm3 

大規模企業は，より低い価格で最低利潤率を実現しうる。潜在的競争者は，

最低利潤率を得られるならば参入しうるがそれ以下では参入しなし、。逆に言

えば，最低利潤率を保証しうる価格以上で、あれば，参入が誘発されるO とこ

ろが，シ P スの場合にここでもう一つ重要な前提がある。それはXiがそれぞ

れの規模での最適生産単位であり，正常稼動率を前提としている。さて，価格

がPmj以上で、あれば，大企業は参入を誘発されるが，市場の規模が固定して

いるために，参入者に許容される経済的空聞がせまければ，参入によって価

格は低下し，P皿 1以下に下るかもしれない。それは既存企業に打撃を与える

が，参入者にとっても有利ではなし、から参入はさしひかえられるであろう。

大企業の純利潤総額は市場価格Pが決まると，

ajXj (P-Vj一手)
ム 1

で，P=Pmiで、ある。もし価格がPmjで決まると，既存大企業は，最低利潤率

を取得しうるのみであるO

Xiが既知で、あるとすると，大企業の利潤総額は， ajとPmiが大になるほど

大きくなるO 市場の規模が与えられている場合，大企業全体のシェアーが大

きくなればajは大になるO もし大企業が共同利潤極大化の行動をとるとすれ

ばajが大になる事も共同利潤の増大に重要な要素と言えるO けれどもそこま

で協調がはっきりとしているとは限らないとすれば，個別の大企業にとって

はajの増大はそれほど重要で、はなく，むしろPmiが高い方が問題である。価格

がPm3で、決まる場合，大企業にとって最も有利である。 PmjくPm2くPm3から

K2 
a3X3 (Pm3-V3一一)>a2X2 (Pm2-V2一 ) >ajXj(Pmj-Vjー竺l)

XI Xa Xj 
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このような前提のもとで，協調的行動が現実に生じ，それが大企業をして

最も有利と判断せしむるに足る根拠がどのようにして生ずるかを考えてみよ

う4)。第 1に市場の規模が問題となる。参入阻止価格がで決まるならば，大

企業，中企業にそれぞれPm3-Pm1，Pm3-Pm2の単位当り超過利潤(最低

利潤を上回る超過利潤)が発生しうる。ところでもし P=Pm3で、あるならば，

大企業も中企業も参入が誘発されるO したがって，Pm3が参入を阻止しうる

ということは，経済的空間(参入者に与えられうるシェアー)がきわめて小

さいということであるO もし小企業の占めるシェアーが，大企業や中企業の

最適産出量よりも大きければ，参入者は，既存小企業のシェアーを奪って参

入しうるだろう。大企業のみから成る市場においては，価格がPm1を上回っ

ても，Pm2以下であれば中小企業の参入を阻止しうるが，大企業の参入の可

能性は依然として残るO 問題は現実の価格が大企業の参入を阻止しうるPm1

を上回った場合に，それでもなお大企業の参入を阻止しうるのはどんな場合

かである。大企業の最適産出量はXlであり，大企業の参入阻止価格はPm1で、

あるカミら

X
 
く
丸一
P

V
H
十九

でなければ，大企業は参入しうるO したがって，大企業のみが市場に存在す

る場合でも，価格はPm1を大きく上回ることはできなし、。大企業にとって最

も有利なのは，市場に小企業が存在しており，価格はPm3で決まって， しか

も中小企業の占めるシェアーがXl以下で、ある場合であるO シロス・ラピーニ

の参入阻止価格の決定論において中心を占めるのは，このように，不連続な

技術のもとでの規模聞の費用格差したがってPmiの格差の他に， 市場の絶対

的規模と最適産出量の大きさである。

市場において協調が生じうるための第2の条件は，企業聞の格差の問題で

あるO シロスの場合，大企業が複数であるときはそれらは一致して行動する

ことが前提されている。しかし寡占的競争というのは，まさに大企業間の競

争であり，時にはそれが過度な競争として展開されることもあるのが現実で
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あるO 大企業聞の協調は h ジロスにおいては当初から前提されているが，そ

の前提が妥当性をもつのは，ごく限られた条件のもとであり，通常は，同一

規模同士の場合には，対等な競争が生ずるO けれども規模に明確な格差があ

る場合，もし弱小企業を排除しきらない理由があるとすれば，その場合に，

規模を異にする企業同士の協調の可能性が生ずるであろう O 大企業が l社で，

2位以下の企業との聞に明らかな格差がある場合がそれにあたる。当該大企

業にとっては，小企業をも市場に残存せしめる場合が最も有利であるO その

場合，価格はPm3で、決まる。だが，もし大企業以外の企業の占めるシェアー

がxl以上で、あるならば， Pm3の価格のもとで大企業が参入するであろう O 既

存企業はプラントを増設して中小企業を排除しておくほうが有利であるO ま

た，小企業の占めるシェアーが中企業の最適産出量X2以上であれば中企業

が参入しうるO かくて，大企業，中企業の参入を阻止し， しかも，小企業を

温存して協調を保つのが有利な場合は，

手L-=ajXj+a山十a3X3
-'-m3 

a2X2十a3X3くXj

a3X3くX2

となる場合であるO 大企業が 1社で、aiは企業数で、はなく各規模企業への産出

量の配分係数に過ぎないとすれば，大企業の参入を阻止し，協調を保ちうる

ためには

宅-'->0.5

すなわち，大企業が 1社で50%以上のシェアーを占めていなければならな

L 、。たしかに大企業が複数であっても YS一定を前提とすれば，大企業の設

備の増設がただちに価格低下と損失をもたらすような場合は，シロス・ラピ

ーニの例のように存在しうるO その場合，市場内に参入阻止価格のもとでの

均衡が成立している。だが成長しつつある市場のもとでは，同等の条件にあ

る複数の大企業はp 寡占的競争をはじめるであろう O 支配的企業と 2位以下
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の企業とにはっきりとした格差があるならば，共存共栄的な関係も生じうる

だろう O

市場が成長しつつある場合，最適規模も同じ割合で増大し，規模間費用格

差の関係が変わらなければ，寡占的秩序が同様に保たれる可能性がある。け

れども，実際にはそのようなことは生じ難いのであり，市場の成長率が最適

規模の増大率を上回るならば，この関係は容易にくずれるO 格差が固定化し

ている状態というのは，市場の停滞している経済であろう。以上のことから，

協調が安定的に保たれるケースは，次のように限られているといえる。

(1) 市場の規模が大規模経済の利益を享受しうる最適規模企業を複数まで

含むには狭臨すぎる場合

(2) しかも市場の規模の増加率が小さい場合

(3) 企業聞の格差があり，特に l位の企業と 2位以下との差が明瞭にある

場合

以上のように要約しうるO

1) P. Sylos-Labini， op cit. chapter JI. 

2) ibid. 邦訳54~59頁

3) フノレコスト原理は最も一般的には次のように示される。

P=v+q'v十q"v

q'は，単位当り固定費をカバーするマークアップレート， q 

一クアツプレ一トである。

q'v=K/x 

q町 =g gは単位当り利潤，

q= (q'十q")

とすれば

P=v+qv 

この場合， qがどのような根拠で決まるかが問題であり， それは通常経験則と見倣

され，論理的根拠に乏しい。それがフルコスト原理の弱点でもある。参入阻止価格

の理論は，参入を誘発することなしに達成しうる最高限度の価格ということで，い

ちおうの根拠づけを与えている。したがって，価格設定の基準は，まずその企業に

とって最低利潤率を保証する価格を知り，他の企業にとってのPmを知り，潜在的競

争者にとってのPmを知るところからもたらされる。利潤率は
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かくて，

P=(5+v〉 (l+r〉

となる。

の この点については，拙稿，わが国寡占市場における競争と協調季刊理論経済学
18巻2号参照。

3.参入障壁に関するベインの理論1)

参入障壁の高さは，ベインによれば新規の企業を誘い込むことなしに競争

的水準以上に価格を引上げうる割合であるという O 参入の意味はベインの定

義では， (1)その産業には全く新らしい法的に独立した企業の設立， (め新企業

の設立前にその産業において生産に用いられなかった物理的生産能力の，新

企業による建設であるとL、う O したがって，参入という場合は，新企業によ

る既存設備の取得や既存企業の生産能力の拡張は含まれなし、。要するに，参

入はなんらかの意味で産業全体の生産能力の増加をもたらすが，その増加が，

既存企業による能力の拡張ではなく，新企業が産業に入りこむことによって

もたらされる場合であるO

ベインは，既存企業が潜在的競争者に対して有する参入阻止能力，すなわ

ち参入障壁を形成するものとして，既存企業の絶対的費用の利益，既存企業

の生産物差別化の利益，大規模の経済性による参入阻止，等を挙げる2)。参入

障壁の内容はこのように多様であり，量的分析の対象となりえないものまで

含んでいるO シロス・ラピーニの場合は，元来，製品差別型寡占(あるいは

不完全寡占)を重視せず，集中型寡占を中心にみているので，当然参入の問

題も，市場の規模や企業の規模格差，費用格差等が中心となる。ベインの場

合は，多様なファクターをならべているがp シロス・ラピーニと理論的に対
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応しうるのは，規模の経済性に関する議論であるO そこで規模の経済に関す

る議論を中心にみてみよう。

ベインは，規模別費用格差を詔めるが，シロス・ラピーニと違って技術の

連続性を前提としているから，連続的なL字型の費用曲線を想定している。

新企業が参入した場合，既存企業は，産出量を制限して市場のシェアーの一

部を参入企業に許す。その代り，産出量の制限に伴なうコストの減少だけ価

格が上昇することになる。逆に言えば，その価格の範囲までは，参入を許す

ことなしに価格を引上げることができるわけである。

メる

メ3

pmト一一一一一一一ー

単
位
当
り
コ
ス
ト

d且

AC 

d~ d1 

産出量(規模)

第 l図において dd'曲線は，個別的需要曲線であるO これは産業内の個々

の企業のシェアーと価格の関係をあらわす曲線でもあるo ACは平均費用曲

線であるが，産出量が増加するにつれて平均費用は低下し，ある水準以上に

なると横軸に水平になる。水平に転ずるところが最小最適生産単位であり，

それ以上は費用が最低であるO 最小コストに等しい価格が Pmであり，最小

最適規模以上では，価格はPmに等しい。競争的産業においては，価格 Pmに

等しくなるO 参入がある場合，個別的需要曲線dd'は左ヘシフトする。 dd'曲

線とAC曲線の交点において価格は決まるが，その価格とP珂との差だけ価格
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は上昇するO 既存企業が参入者に対しであるシェアーを許容するとすれば，

それだけdd'曲線は左へ移動し，価格が上昇するO 実際に参入があった場合

は，価格が上昇しても，それはAC曲線の右下り部分と交わっているから上

昇したのであり，超過利潤はもたらされているわけではなし、。だが，その価

格のすぐ下のところに価格が設定されたなら，参入者が参入した場合は，コ

ストを割ってしまうわけであり，参入しえなし、。したがって既存企業はその

範囲まで価格を引上げることができるO

ベインは，この価格の水準を決める要因として次の四つを示すO

1) 個別的需要曲線がゆるやかであるほど価格は上昇しうる。

2) 規模にもとづく費用曲線の変化が急であるほど，いいかえれば，規模に

よる費用格差が大きいほど，価格は高く設定しうる。

3) 産業内の企業数が多いほど価格は高くなる。

4) 最適規模が市場に比して大きいほど高くなる。

1)は， P4とP3の差となってあらわれるO すなわち，d3d3'とd4d/という

二つの需要曲線を比較した場合， d4d4'の方がより高いAC部分と交わる。

2)は， P5とP3の差ーであらわれるO すなわち， 同じ需要条件のもとでも， 費

用曲線の右下り部分の勾配が急な方が，参入阻止価格はより高くなるO めは，

d2d2'がd1d1'へのシフトと， d1d1'からd3d/へのシフトの差となってあらわ

れる。企業数が少ない場合は，個々の企業は，最小最適規模以上の生産水準

を維持しているO その場合は，参入によっても最小最適規模以下に生産水準

が下がらなし、かもしれない。したがって参入によっても価格は上昇しない。

逆に言えば，参入阻止価格をつりあげられないということであるO このこと

をもう少しふえんして言うならば，産業内の企業数があまりに少ない場合は，

参入は容易で、あり競争的価格以上に価格を引上げることができないというこ

とであるO これに対して，既存企業のシェアーが最適生産単位ぎりぎりのと

ころにあるならば，参入はたちどころにコストと価格の上昇をもたらすから，

参入はむづかしいし，既存~業は，はんたいに参入を誘発することなく，価格

を引きあげることが可能になるo4)は，市場の相対的規模のせまさをあらわ
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しているが，それはおと同じ効果をもたらす。
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以上の点について要約すると，ベインの場合に，参入阻止価格の水準を決

める決め手になるのは，市場の規模と企業数(個別企業のシェアー)，最適

生産単位の大きさ，個別的需要曲線の形状(需要の弾力性)，規模別費用格

差，である。

1) Jふ Bain; Barriers to New Competition， 1956. 

2) それぞれの内容は更に多岐にわたっている。既存企業の絶対的費用の利益は，特

許等による既存企業の生産技術上のコントロール，生産要素市場の不完全性，生産

要素の供給の限界，貨幣金融上の条件等によってもたらされる。生産物差別化の利

益は，既存企業の製品に対する買手の選好，特許によるデザインのコントロール，

有利な配給，流通の体系を既存企業がもっていること，等によりもたらされる。大

規模企業の経済性については，ベイ γは大規模の実物的経済性 realeconomyと，

貨幣，流通，販売面における有利性，販売促進(広告宣伝等〉における規模の有利

性というようにタイプを分ける。ここで特にとりあげているのは，そのうちのリア

ルエコノミーである。

4.モディリアニによる綜合

シロス・ラピーニの議論にもベインの議論にも，共通点があるO それらを

要約して，モディリアニは参入阻止価格の理論をモデル化したり。これは S

B-M Model (シロス・ベイン・モディリアニ・モデル) と呼ばれてい

る。シロスの場合もベインの場合も，技術の連続性，不連続性の違いはあっ

ても，いずれも需要の弾力性や，最適生産単位の大きさ，市場の規模等が参

入阻止価格の水準を決める中心的なファクターである。モディリアニのモデ

ルは次のように要約できるO

最小最適生産単位玄

最適規模の場合の最小平均費用k

完全競争のもとでは，均衡価格は最小平均費用に等しい。

Pc=k 

生産物価格が競争的価格Pcである場合，市場における競争的産出量は Xcで、
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あるとすると，市場の絶対的規模はPcXcである。

Xc 
でァ=8
X 

とすると 8は市場の相対的規模をあらわす。 これは市場の絶対的規模と，

最小最適生産単位との割合を示す。

参入を誘発することなしに引上げうる参入阻止価格の最高水準をPo，P。

のもとでの産出量をX。とすると，

Xo=XcートXc( 1一三)

=Xe (l-;) 

既存企業は最小最適生産単位以内の生産制限を行なっても，最適単位の参入

を阻止しうる。生産制限の限度は玉であるO

PoとPcV'こは次の関係、があるO

Po竺Pc (1 +よ)
士どはすぐ下をあらわす。

それ故

万一 Xo-Xc/Po-Pc 
一一文7-/?7

王/XC
-Po/Pcーl

1/8 
Po/Pc一l

したがって

Po=Pc (1十字

となる。かくて参入阻止価格P。は，万 8それぞれが小さいほど高くなる。

このように定式化して，モディリアニは，次のように結論づけるO 参入阻
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止価格は，

1) 需要の弾力性が小さいほど高く設定される。

2) 市場の相対的規模がせまいほど高く設定されるO

3) 規模の経済が大なるほど高く設定されるO

以上の如くである。

モディリアニの結論はこの三つであるO しかしのとめは，同じことの逆から

の表現に過ぎなし、。すなわち， 2)は最小最適生産単位が与えられた場合のそ

れに対する市場の規模であり， 3)は，市場の規模が与えられた場合，それに

対する最適生産単位の大きさである。最適規模がいかに大きくとも，市場の

絶対的規模が更に大きければ，市場の相対的規模はかえって大きくなるo2) 

と3)は sを決めるわけであり， したがってsを二つに分解すれば， 三つの

ファクターでP。を決めることになるO

ブアラーとフィリップスは，このことを図解によって指摘している2) 0 

I D(P) 

r--:=rc (ムX)

ムX

D (P)は需要曲線であるO 各生産者は 1単位の生産物/'，Xのみを生産するo

/'，Xは最小最適生産単位であって，コスト水準は同一である。コストは C(/'，X)

であらわされる‘完全競争において
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P=C(IIX) 

市場の規模は， C(IIX) とD(P) との交点で決まる。競争価格P=C(IIX) 

から離れうる価格は

IIP=IIX ・A

AはD(P)曲線の勾配であるO

モディリアニの三つの結論は， (1) IIPは，需要の弾力性の大きさと逆方向に

動く， (2) IIPは規模の経済が大なるほど，すなわちIIXが大なるほど増大する。

これはIIP=IIX・Aにおいて 1一定のもとで IIXが大なるほど IIPは大であるこ

とを意味するo (3) IIPは市場の規模と逆方向に動く。 sはこの図におけるIIX

の数である。 IIXを一定としてSの変化のみを考えると，それは(2)の結論を逆

から言ったことになる。かくてモディリアニの結論は，事実上二つで、ある。

参入障壁としての規模の経済性は，最小最適生産規模が大きいということ

と同時に，最小最適規模以下の生産量で、は平均費用が急激に上昇すること，

すなわち平均費用曲線の右下り部分の勾配が急であることも意味するO この

点は，ベインの議論においても重要な位置を占めているO ベインとモディリ

アニでは，需要の弾力性の効果が逆になっている点，ベインでは費用曲線の

右下り部分の勾配が重要な役割りを果たしている点，が異なっているが，そ

の他の点ではおおよそ共通している。かくて，これまで知られた参入阻止価

格論では，定量的分析の対象となりうるような参入障壁としては，需要の弾

力性，市場の相対的規模，規模に応ずる費用曲線の傾斜の度合い，これを重

要なファクターと見倣すことができょう。これらをもとにして次年において，

参入障壁と利潤率の関係について検討をすすめることとする。

1) F. Modigliani; New Development on the OligopolyFront， Journal of Po-

litical Economy， Feb. 1958. 

2) Farrer and Phil1ips， New Development on the Oligopoly Front ; Comm-

ent， Journal of Pol itical Economy. 


